
    

 

＝＝＝＝＝＝＝ 国土交通政策研究所 ニュースレター （2024 年 7 月号）＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

News & topics 「ジェンダーと交通」セミナーを 7 月 25 日（木）に開催、G7 交通大臣会合

に関連した学術ワークショップにて発表、TRC 会合参加 

キーワード ジェンダーと交通、G7、学術ワークショップ、TRC 

 

1．国土交通省初「ジェンダーと交通」セミナーを 7月 25日（木）に開催します！□□□□□□ 

国土交通政策研究所では、国土交通省本省と協力をしながら研究活動を進めております

が、この度、国土交通省主催でセミナーが開催されますのでご案内いたします。 

女性と男性では交通機関の利用の仕方やニーズに違いがあることを踏まえ、交通政策の立

案や交通サービスの提供に女性の視点を取り入れる「ジェンダー主流化（Gender 

Mainstreaming）」の推進が、国際的に活発に議論されています。 

本セミナーでは、国際交通フォーラム（ITF）に協力を頂いて、こうした議論や海外の取組を

紹介するとともに、日本の交通企業の経営幹部に参加して頂いて、女性の移動ニーズを取り

入れた交通サービスの提供や、交通分野で働く従業員や管理職への女性参画の促進につい

て、日本で進められている取組を共有し、今後の課題と展望について議論します。 

⇒詳細はこちら 

 

１． 日時 2024 年 7 月 25 日（木）13：30～16：10（開場 13：００） 

２． 会場 三田共用会議所 講堂（東京都港区三田 2－1－8）※対面での開催です。 

⇒三田共用会議所へのアクセスはこちら（外務省 HP） 

３． プログラム 

 13：３０ 開会挨拶 斉藤 鉄夫 国土交通大臣（調整中） 

 １３：３５ 来賓挨拶 キム・ヨンテ 国際交通フォーラム（ITF）事務局長 

 １３：４０ 基調講演 笠原 由加里 国際交通フォーラム（ITF）上級政策分析官 

 １４：００ プレゼンテーション 

           鳥取 三津子 日本航空株式会社 代表取締役社長 

           村瀬 茂高 WILLER 株式会社 代表取締役 

           伊藤 敦子 東日本旅客鉄道株式会社 常務取締役 

 １４：３０ パネルディスカッション 

   （パネリスト）  鳥取 三津子 日本航空株式会社 代表取締役社長 

              村瀬 茂高 WILLER 株式会社 代表取締役 

              伊藤 敦子 東日本旅客鉄道株式会社 常務取締役 

              秋池 玲子 ボストンコンサルティンググループ 日本共同代表 

   （モデレーター） 田中 由紀 国土交通省国際統括官 

 １５：１５ 休憩 

 １５：３０ 講演  瀬井 威公 国土交通省総合政策局バリアフリー政策課長 

 １５：５０ 講演  マリオン・ラガディク 国際交通フォーラム（ITF） 

プロジェクト・マネージャー 

 １６：１０ 閉会挨拶 内山 正人 国土交通省国土交通政策研究所副所長 

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001748820.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/event/uni/mita.html


    

 

本セミナーはどなたでもご参加可能です。7 月 23 日（火）17 時までにご登録をお願いい

たします。 

⇒参加登録はこちら 

 

２．G7交通大臣会合に関連した学術ワークショップにて南主任研究官が発表しました！□□□ 

2024 年 4 月 11 日（木）～13 日（土）にイタリア・ミラノで開催された G7 交通大臣会合の関連

イベントとして、4月10日（水）に、「強靱な交通システムの計画」をテーマにした学術ワークショップ

がミラノ工科大学で開催されました。日本からは、南主任研究官が、セッション 4：緩和と適応のた

めの政策と実践にて、「東日本大震災からの鉄道インフラ復興の経験」をテーマに現地で発表しまし

た。ワークショップの概要は、G7 交通大臣会合に報告されました。 

なお、ワークショップをミラノ工科大学とともに主催した MOST（Centro Nazionale per la 

mobilità sostenibile、全イタリア持続可能な交通研究センター）は、イタリアの 24 大学、CNR

（イタリア学術会議）、24 の主要企業による協働機関です。 

⇒ワークショップのプログラムや発表資料等はこちら（MOST の英語サイト） 

 

3．ITF（国際交通フォーラム）・第 15回 TRC会合に対面参加しました！□□□□□□□□□ 

2024年3月18日（月）～22日（金）にOECD本部（パリ）で開催された、ITFの第15回TRC

（交通研究委員会）会合等に、山口前所長、南主任研究官、澤村研究官及び東京大学加藤浩徳教授が

対面参加しました。 

TRC 会合では、今回から就任したアイダ・ホアキン・アコスタ新議長（スペイン）の歓迎挨拶に始ま

り、キム・ヨンテ ITF事務局長から ITFの現状とTRCの今後についてのプレゼンが行われました。

4 月から始まる共同研究プログラムである「PoW2024‐25」のうち、3 つの WG と、本年に開催

される 4 つのラウンドテーブルについての説明があり、日本からは TRC 有識者ネットワークを立

ち上げて、全てのテーマに 1 名以上の有識者が参加予定である旨発言しました。また、国際運輸調

査資料（ITRD、交通・運輸研究に関する出版情報の世界的共同データベース。ITRD には

400,000 件以上の文献が収録。）の戦略的レビューや、前期のプログラム「PoW2022-23」等の

報告書の採択と、研究成果の展開についても討議されました。他に「TMB（交通運営理事会）

/TRC/CPB（コーポレート・パートナーシップ・ボード）ジョイントセッション」では、「AI とその交通

政策当局による利用」について討議されました。 

次回の第16 回TRC 会合等は、2024 年11 月に、サンティアゴ（チリ）で開催される予定です。 

 

4．調査研究成果の公表□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

１）調査研究報告書の公表 

以下の調査研究成果の報告書を公表しました。 ⇒報告書の掲載ページはこちら 

⚫ ポストコロナにおける移動ニーズに対応したビジネスジェット等の活用に関する調査研究

（中間報告）（2024.1） 

⚫ ICT 活用によるモビリティサービスと都市交通との取組の連携に関する調査研究 

（中間報告）（2024.2） 

⚫ 地方都市圏におけるモード横断的な公共交通の財務と運営に関する調査研究（2024.3） 

⚫ 公共空間活用と持続可能な地域経営に関する調査研究(2024.5) 

⚫ インフラシステム海外展開に向けた海外のスマートシティ動向に関する調査研究(2024.6) 

https://forms.office.com/r/RSPj16mavh
https://www.centronazionalemost.it/eg/G7TRANSPORTworkshop.html
https://www.mlit.go.jp/pri/houkoku/index.html


    

 

⚫ 戸建て既存住宅の流通・活用の促進等に関する調査研究 

―空き家の実態と流通・活用の促進手法について―(2024.7) 

 

2）国土交通政策研究所紀要(PRI Review) HP 先行公開 

紀要に掲載予定の 2023 年度調査研究成果を順次、ホームページで先行公開しています。 

⇒先行公開論文はこちら 

⚫ 新潟市における河川空間・道路空間の活用とその収支構造(2024.2.9) 

⚫ スマートシティにおける防災分野に関する国内事例及び技術の横展開に関する調査

(2024.3.27) 

⚫ 戸建て既存住宅の流通・活用等に関する所有者意向の分析 

－栃木県小山市の空き家所有者等を対象として－(2024.3.27) 

⚫ 空き家対策における行政の役割とその意義に関する考察 

－和歌山県田辺市を事例として－(2024.3.27) 

⚫ 住宅・都市分野における日米共同研究会開催報告（第 11 回）(2024.3.28) 

⚫ 公共空間活用の収支構造に関する調査 

－近畿地方の公共空間活用事例に着目して－(2024.4.9) 

⚫ 米国の水災害対策と土地利用規制の取組について 

～テキサス州ハリス郡及びヒューストン市の事例等～(2024.6.4) 

⚫ 米国におけるスマートシティ等を活用した都市開発の取組 

～テキサス州の事例に着目して～(2024.6.28) 

 

なお、国土交通政策研究所紀要第 82 号の冊子版は 2024 年 8 月に発行予定です。 

 

5．対外活動報告□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

⇒対外活動ページはこちら 

⚫ 竹内主任研究官が主著者で執筆した以下論文が、土木学会論文集 79 巻 20 号に掲載され

ました。（2024.5.29） 

・竹内 龍介, 吉田 樹, 猪井 博登, 自家用車を活用した運送サービスにおける運行主体の

実態と継続見通しの影響要因, 土木学会論文集 79 巻 20 号 

・竹内 龍介, 中村 文彦, 鶴指 眞志, 南 聡一郎, 英国における地方自治体とバス事業者

とのサービス提供の協定に関する施策の変遷と動向, 土木学会論文集 79 巻 20 号 

⚫ 田中前総括主任研究官が執筆した「公園の大規模リニューアルの経済効果～豊島区南池袋

公園の事例」が、応用地域学研究 2024 巻 28 号 p.12-24 に掲載されました。

(2024.7.3) 

 

  

https://www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/index.html
https://www.mlit.go.jp/pri/research/act.html


    

 

6．国土交通政策研究所研究発表会を 6月 5日（水）に開催しました□□□□□□□□□□□ 

国土交通政策研究所研究発表会を 2024 年 6 月 5 日（水）に開催しました。研究発表会当

日は、多くの方に参加いただき、ありがとうございました。 

⇒発表資料はこちら 

⇒過去の研究発表会についてはこちら 

 

７．『研究官自己紹介』 コーナー！□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

この新コーナーでは、国土交通政策研究所の研究官による自己紹介を順番にお送りいたし

ます。トップバッターは、南主任研究官です！ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

⚫ 南 聡一郎 主任研究官 

2020 年 6 月から国土交通政策研究所に在籍。フランス・ストラスブール市が、環境とバリ

アフリーに配慮した、かっこいいデザインの LRT を導入したことに衝撃を受けて、フランスや

欧州の持続可能な都市交通政策に関心を持ち、大学院ではフランスの都市交通税の研究を行

う。国土交通政策研究所では、欧州における SUMP（持続可能なモビリティ計画）の制度と先

進事例、都市・地域公共交通の財務運営、交通計画と都市計画の連携に関する調査に携わる。

個人サイトで、フランスの LRT の情報を発信中。 

⇒南主任研究官の個人サイトはこちら 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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 ※ニュースレターの定期配信をご希望の方は、ご所属・お名前・送付先メールアドレスを 

  ご記入の上、hqt-prilit@ki.mlit.go.jp 宛てにご連絡ください。 

 

https://www.mlit.go.jp/pri/kouenkai/syousai/rp_r6.html
https://www.mlit.go.jp/pri/kouenkai/index_p.html
https://www.eurotram.com/
mailto:hqt-prilit@ki.mlit.go.jp
https://www.mlit.go.jp/pri/
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